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独占禁止懇話会第 174 回会合議事録 

 

1 日時  平成 18 年 6 月 13 日（火）10：00～12：00 

2 場所  公正取引委員会 大会議室 

3 出席者 

 【会員】後藤会長，石倉会員，井手会員，翁会員，小倉会員，榧野会員，古城会員， 

佐々木会員，嶋津会員，高橋会員，萩原会員，平田会員，舟田会員，森本会員 

 【公正取引委員会】竹島委員長，三谷委員，山田委員，濱崎委員 

 【公正取引委員会事務総局】上杉事務総長，鵜瀞首席審判官，和泉澤総括審議官， 

中島官房審議官（国際担当），伊東経済取引局長，舟橋取引部長，松山審査局長 

4 議題 

（1）企業におけるコンプライアンス体制について 

（2）平成１7年度における独禁法等の執行状況について 

  ア 独占禁止法違反事件の処理状況 

  イ 景品表示法違反事件の処理状況 

   ウ 下請法違反事件の処理状況 

   エ 企業結合事案の処理状況 

 

5 議事 

 後藤会長 それでは，定刻になりましたので，まだお見えになっていない方もいらっし

ゃるかと思いますけれども，本日の独占禁止懇話会を開催させていただきます。 

      本日の議題は，お手元の議事次第にありますように大きく 2 点あります。第

1 番目が企業におけるコンプライアンス体制について，2 番目が平成 17 年度に

おける独禁法等の執行状況についてであります。これらにつきまして公正取引

委員会から説明を受けて，委員の皆様の御意見をお伺いしたいと思っておりま

す。 

      その前に，前回，特殊指定の見直しについていろいろと御議論をいただきま

した。これについて公正取引委員会としての結論を６月２日に公表しておりま

すので，舟橋部長よりこの件について御報告いただきたいと思います。よろし

くお願いいたします。 

 舟橋取引部長 おはようございます。取引部長の舟橋でございます。 

特殊指定の見直しのその後の状況につきまして，私から簡単に御説明させて

いただきたいと思います。 

      前回，3月 27日の会合で，特殊指定の見直しについて御報告させていただき

ました。その際，今，お手元にお配りさせていただいた資料の①の食品かん詰
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又は食品びん詰指定の廃止のところまでちょうどいっていたわけですけれども，

その後 2 か月半ほど経過しまして，②，③，④の3 つにつきましても廃止をし

たということでございます。 

      そのうち④の教科書につきましては，採択活動が8月末までございますので，

実際の施行日は9月 1日にいたしております。 

      新聞の特殊指定につきましては，ここにございますとおり，今回の見直しで

は結論を出すことを見合わせるということでございます。この中身は，ページ

をおめくりいただきまして，2 のところで廃止をめぐる議論を簡単に整理いた

しております。 

      最初の2(1)は私どもの指摘ということで，この特殊指定については2条 9項

に規定があるわけでございます。そこで「公正な競争を阻害するおそれがある

もの」を指定するということでございます。新聞特殊指定については，本来，

競争の最も重要な要素である価格競争を「公正な競争を阻害するおそれがある

もの」と指定しているということでございまして，独禁法上の要件を満たして

いるとは言えないのではないか，法的な相当性に問題があるのではないかとい

うことが第1点です。 

      第 2 点としまして，新聞特殊指定が存在するがゆえに，現在でも新聞社ごと

の判断で実施が可能な長期購読割引，口座振替割引等々が導入されていません。

そういう意味で，消費者利益の増進の障害となっています。 

      「また」以下にございますけれども，新聞特殊指定が廃止されると戸別配達

がなくなってしまうのではないかという主張があるわけですが，戸別配達は，

消費者及び新聞販売店・発行本社双方の強いニーズから成り立っており，歴史

的にもそうだということでございます。新聞特殊指定がなくなったとしても，

戸別配達に影響するわけではないという整理をいたしているところでございま

す。 

      それに対して新聞業界の主張ということで，次のページの①から③まで整理

いたしております。まず最初は，法的根拠はあるということで，販売店が定価

を割り引くこと自体が不当な対価なり不当な顧客誘引に該当し，公正な競争を

阻害するというのが第１点でございます。 

      第 2 点として，新聞はほかの商品とは違い，国民の知る権利，民主主義に欠

かせないものであり，文化政策の観点からの議論も必要であるという御議論で

す。 

      最後に 3 点目として，いわゆる両輪論でございます。再販と特殊指定が補完

し合って，同一紙同一価格と新聞の戸別配達を支えているということです。両

輪の片一方を外すと定価の割引が広がって，価格競争の結果，販売店が淘汰さ

れて，平等なアクセスが保障されなくなってしまうという議論をしているわけ
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でございます。 

      こういう議論があったわけでございますけれども，議論がかみ合っていると

はいえません。これ以上の議論を続けても，特段の進展は望めない状況です。

また，各政党においても，特殊指定を存続させるべきだという議論があるとい

うことでございます。こういった状況を踏まえて，私どもとしては今回の見直

しでは結論を出すことを見合わせるという考えになったわけでございます。私

からの説明は以上でございます。 

 後藤会長 どうもありがとうございました。この点について，何か御意見，御質問等は

ございますでしょうか。 

 竹島委員長 前回，3 月のときに，まさに厳しい議論をしていた時期でございまして，

私もいろいろと申し上げて一部新聞にも出ました。 

      今，取引部長から経過の御説明を申し上げましたけれども，かたい言葉でい

うと，「公正取引委員会がその気になって告示を廃止するという決定をすれば，

法律上は不可能なことではない」となっているわけで，突っ走ることも一つの

方法としてはあり得るわけです。 

      さはさりながら，半年にわたる議論をしても，この紙に書いてあるようなこ

とで新聞業界との議論はかみ合いませんし，正面からの議論がなかなかかみ合

ってこないということが現実にありました。 

      各政党の皆さんからは「廃止はとにかく反対だ」という御意見が大変強くあ

りまして，仮に公正取引委員会が告示を廃止するのであれば，同じものを法律

で議員立法するということになりました。その可能性も否定できないというよ

うな政治状況にもなったものですから，それを押し切ってまで廃止してしまう

のかということについては，やはり建前はそうであっても，そこはいろいろな

ことを総合的に判断して結論を出すべきだろうと思いました。 

      全部で5つあった古い50年の歴史のある特殊指定の 4つが，最後は教科書に

ついていろいろと調整を要しましたけれども，それも廃止やむなしということ

になりましたから，独り新聞特殊指定だけを残して同じような議論を続けても

しようがないだろうと思いまして，今回の議論はこれ以上しないということに

させていただきました。 

      我々が主張していることについて撤回したということでは決してないわけで

すが，今回は結論を出すことはしません。では，いつどうするのだという質問

をその後よく受けましたけれども，そのことは決めておりません。いつまでも

やらないということでもありませんし，すぐ今年，来年にやるということでも

ありません。 

      ただ，こういう問題が含まれているということについてはそれなりに問題提

起をさせていただいたし，新聞業界もいろいろとお考えになるのかならないの
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か，これからの動きも見つつ検討していきたいと思っております。 

      いろいろと御心配をかけたり御議論をいただいたのに，事後になりましたけ

れども，以上御報告をさせていただきます。ありがとうございました。 

 後藤会長 どうもありがとうございました。 

      それでは，本日の議題に入りたいと思います。第 1 番目に，企業におけるコ

ンプライアンス体制についてであります。最近，課徴金減免制度の導入等を内

容とする独占禁止法の改正を初め，企業コンプライアンスの向上を求める動き

が強まっております。 

      このような企業コンプライアンスを取り巻く環境が変化する中で，今回，公

正取引委員会が上場企業 1,700 社に対して行ったアンケートを中心とした報告

書が公表されましたので，これにつきまして大西経済取引局総務課長から御説

明をお願いいたしたいと思います。よろしくお願いします。 

 大西経済取引局総務課長 経済取引局の総務課長をしております大西でございます。 

お手元の資料に沿いまして，内容について御説明させていただきたいと思い

ます。独禁懇174－１「企業におけるコンプライアンス体制について（概要）」

という 2 枚程度の紙がございます。これに沿いまして中身を御説明したいと思

います。 

      今，会長のほうから御紹介がありましたとおり，最近，企業のコンプライア

ンスに関係する法制度が随分整備されてきているような状況にございます。一

つは公益通報者保護制度，それから会社法の改正，今回の国会で成立いたしま

した証券取引法を改正する金融商品取引法等，それぞれ会社の内部統制にかか

わる事項について，法律の環境整備がかなり整ってまいりました。また，御承

知のように，独占禁止法についてもリーニエンシーの導入等，企業コンプライ

アンスにかかわるような制度が作られた状況にございます。 

      そのような状況を踏まえまして，東証に上場している約 1,700 社の企業に対

して，コンプライアンスの整備状況等につきましてアンケート調査を行いまし

た。それをまとめましたのが，今回の「企業におけるコンプライアンス体制に

ついて」というレポートでございます。 

      その概要ですけれども，まず最近の企業環境の変化ということで，1 ページ

の最初を見ていただきますと，独禁法に関連して，どの程度違反行為が繰り返

し行われているかということに着目したものでございます。 

      1 ページの四角で囲んでおりますところを見ていただきますと，東証一部上

場企業で，平成 7 年度から平成 16 年度の 10 年間で延べ 180 社が課徴金納付命

令を受けております。そのうち 17 社（9.4％）が繰り返し違反行為を行ってい

た状況にございます。独占禁止法違反行為については，他の法令に比べまして

繰り返しの違反行為が非常に多いということがございます。 
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      また，最近の大型事件でございます日本道路公団の鋼橋の事件について見た

ものですが，それについては上場企業に絞れば37.5％が過去に違反行為を行っ

ていたということで，相当程度違反行為が見られるということでございます。 

      他方，次の丸のところですが，このような独禁法違反行為に対する排除措置

の中でコンプライアンスの取組を命じる事例が増加してきております。 

      次の 2 ページを見ていただきますと，独禁法の研修及び監査を命じた審決の

例が最近かなり増えてきております。最初の箱の囲みを見ていただきますと，

営業担当者に対する独占禁止法に関する研修，法務担当者による定期的な監査

等を行うために必要な措置を講じ，それを自社の役員及び従業員に徹底させな

ければならないというタイプのものが平成15年度以降，かなり増加してきてお

ります。 

      さらに平成16年度に入りまして，行動指針の策定――いわゆるコンプライア

ンス・マニュアルという言い方をしておりますけれども，それを命じた上で法

務担当者による監査，独占禁止法に関する研修を行い，役員及び従業員に周知

徹底させなければならないという，独占禁止法におきましても，コンプライア

ンスをてことして，排除措置を徹底させていくという動きが見られるようにな

っております。 

      それを受けまして，2ページの中段以降の(2)ですが，アンケート調査結果の

ポイントとなる部分を示したものでございます。 

      1 番目の箱囲みのところです。コンプライアンス・マニュアルの策定等体制

整備については多くの企業で進んでおりますが，その実効性の確保は今後の課

題として残っているのではないかという状況でございました。 

      1 つは，左側の体制整備の状況を見ていただきますと，86％の企業でマニュ

アルを策定，77％の企業が相談とか通報の窓口であるヘルプラインを設置，又

は 7 割の企業がコンプライアンス委員会を設置している状況でございますが，

マニュアルの整備一つをとってみても，約半数の企業で2003年以降に策定とい

うことで，比較的最近このようなマニュアルが策定されたということが把握で

きました。 

      ヘルプラインを設置していた場合についても，独禁法関係の実際の相談や通

報の窓口になっているかといいますと，81％の企業で実績がありません。 

      あるいは，コンプライアンス委員会を設置しているような企業トップその者

が（委員長を）務める企業は 4 割弱にとどまるということで，実効性という観

点からはまだ課題が残っているのではないかというような状況でございました。 

      2 つ目の箱囲みでございますが，コンプライアンスの徹底のために最も効果

的なことは何かということについて，企業意識について調査しております。最

も重要なものとして経営トップの意識を挙げられた企業は 55％ということで，
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多くございました。また，マニュアルの整備，監視組織の設置が非常に重要だ

という意識がございました。 

      さらに，経営トップのコンプライアンスへの関与の方法につきましては，7

割の企業で経営トップ自らがコンプライアンスの重要性を呼びかけるというこ

とでしたが，法令違反発見時の対応を経営トップ自ら行う企業は約 3 割にとど

まるような状況でございました。これは後でも出てまいりますが，コンプライ

アンスの徹底に関しては，企業トップが非常に重要な役割を果たすだろうとい

うふうに考えられます。 

      次の箱囲みのところですが，独禁法関係の研修・監査について調べましたと

ころ，44％の企業が独禁法に関する一般的な研修を行っておらず，56％が社内

監査を行っていないという状況でございました。 

      3 ページにかけてのところですが，今回の独禁法でリーニエンシー等の導入

がございましたので，これを受けて「社内監査を行いましたか」とお聞きした

ところ，実施している企業は７％にとどまるような状況でございました。 

      さらに，今年 1 月の時点で調査しておりますが，本年 1 月の段階で課徴金減

免制度を考慮している企業は約 23％であります。社内監査を実施した企業の

７％に比べれば多いですが，4 分の 1 程度にとどまっていたということでござ

いました。 

      (3)ですが，企業実務家とか有識者の意見をコンプライアンスの調査をする過

程の中で我々の方で聴取いたしました。その中で皆さんが有効と思われる基本

的な考えが幾つか出てまいりましたので，それをまとめたものが５点ございま

す。 

      先ほど申し上げたとおり，やはり経営トップが企業コンプライアンスの重要

性を内外に発信されることが，実質的な企業コンプライアンスを上げる上で極

めて重要であるというお話が非常に多くございました。 

      2 点目は有効な監査体制の構築ということで，各部門の実態を正確に把握す

る必要があるということでございました。 

      3 点目の企業倫理の向上は，監査体制だけでは限界があり，実質的に社員の

倫理あるいは本当に法令を守ろうという意識の向上が不可欠であるということ

でございました。 

      4 点目の効果的な内部統制システムは，今回の商法改正，会社法の改正に絡

んでおりますが，いかに効果的な内部統制を作り上げていくかということでご

ざいました。 

      5 点目の違反行為発見後についてどのように対応していくかということが重

要であるということで，ここでは5点を取りまとめさせていただいております。 

      最後の（4）は参考までということですが，欧米における独占禁止法と企業コ
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ンプライアンスということで，実際に企業がコンプライアンス体制を促進する

上で参考となる欧米の例あるいは米国の量刑ガイドラインなどについて，その

内容を紹介させていただいております。 

      今のアンケート調査の一番のポイントをかいつまんで御説明申し上げたとこ

ろをもう少し詳しく説明したものが，最後の4ページの別紙でつけております。

以上でございます。 

 後藤会長 どうもありがとうございました。 

      この説明につきまして，何か御質問，御意見等がございましたらお願いいた

したいと思いますが，いかがでしょうか。 

 石倉会員 アンケート調査ですが，回答率は71.6％で結構高いのですが，回答した人が

どなたかというのもわかるのですか。それとも，企業の中で指定したのでしょ

うか。 

 大西経済取引局総務課長 指定したわけではございません。実質的に，企業の法務部門

担当の方がアンケート調査に答えられたということだと思っております。大半

はそういう方で，トップが直接答えられるということには必ずしもなっていな

いと思います。 

 森本会員 今の御質問と同じようなことは前に地方公共団体の調査か何かのときに質問

したと思うのですが，こういうアンケート調査の結果は非常に重要なことで，

実際にお書きになるのは経営トップではなくても，このようなアンケート調査

がなされていることは経営トップにもお伝えするようなスキームをお考えにな

ったほうがいいかと思います。 

      それとともに，アンケート調査をされた 1,700 社に調査結果をどのような形

でお送りしているのか。また，この調査結果は非常に貴重なものだと思うので

すが，どのような形で広報されるというか，この調査結果を今後の企業のコン

プライアンス向上のためにどのような形で公正取引委員会として生かされよう

としているのかをお教えいただければと思います。 

 大西経済取引局総務課長 今日お配りしている「企業におけるコンプライアンス体制に

ついて」という形でまとめたレポート本体については，既にホームページ等で

公表しているところでございます。 

      実際のアンケート調査のもう少し詳細なデータがありますので，原データに

ついても添付した形で冊子化を行うことを考えています。冊子化した上で，御

協力いただいた企業等に直接送付させていただきます。現在，冊子については

作業中ですけれども，冊子がまとまれば主な経済団体についても送付させてい

ただきたいと考えております。 

 後藤会長 ほかに何かございませんか。 

 舟田会員 質問といいますか，どうお考えですかということですけれども，「コンプライ
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アンスの徹底のために最も効果的なことは何か」「経営トップの意識である」と

いうのはどうしてかということです。調査した結果，何か感想があればという

ぐらいのことですけれども。 

      2～3年前，ここで独禁法の課徴金の強化のための研究会をやっていて，企業

の委員の方も何人かおられたわけですけれども，その最中にその企業が独禁法

違反をしたわけです。もちろんコンプライアンス・プログラムはちゃんとやっ

ている企業であったわけです。 

      そうすると，トップの意識があることと，営業が勝手にやったのだといわれ

るようなことがあるとすると，どういうふうに理解したらいいのかという素朴

な気持ちをずっと持っていたものですから，何かあるいはほかの皆さんからあ

ればということで。 

 後藤会長 いかがでしょうか。確かになかなか難しいというか，どうみたらいいのだろ

うかということだと思いますけれども。 

 石倉会員 私が最初に御質問したのは，「トップが一番責任がある」というところにひっ

かかったからなので，大体そういう答えが出てくるだろうということだと思い

ます。トップの意識があればそれでいいのかというと，必ずしもそういうこと 

ではありません。 

      大体この手の話というのは，少なくとも私の経験では，内部では誰かがわか

っていますが，それがなかなか伝わらないとか，それをちゃんと統制するシス

テムがない場合が圧倒的に多いということを理解しています。そちらに対して

も働きかけないと，「トップの責任です」と言うと何でもトップの責任で終わっ

てしまうと思います。そういう意味もあって，さっき「回答なさったのはどな

たでしょうか」ということを申し上げたのです。 

      内部のシステムをよくするような形に，こちらからも働きかけることができ

るのではないでしょうか。どうしたらいいのかというと，これから想像すると，

推測にすぎないのですが，まだあまりよくわかっていないところが結構あると

思います。何がいけなくて，何をしたらよくてというところがあると思います。 

      例えば内部をがっちりやっているシステムはこういう企業がありますよと。

こういうことをやっていることが分かれば，それがベンチマークになって参考

にすることもできるのではないかと思います。 

      そのときに日本企業の例を持ってくると，そういうことをやっていたのに後

で問題になると困るから避けることがあるかもしれません。外国企業だと日本

には参考にはならないという両方の問題点があるのですが，幾つかそういう事

例を持ってくれば少しは参考になるのかなという気がしました。 

 後藤会長 ありがとうございました。ほかにどなたか御意見，御感想はございませんで

しょうか。 
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      大西さん，今の事例の件についてはいかがですか。 

 大西経済取引局総務課長 意見交換会というか，勉強会的に企業の実際の法務担当者と

いろいろ意見交換を行っております。本体の32ページ以下に，企業における取

組事例ということで，4 例ほどでございますけれども，どういう取組をしてき

ているのかという実際の例を書かせていただいております。企業担当者の方に

は若干参考になるのではないかという事項を，ここの 4 例で書かせていただい

ております。 

      その中で，例えば社内の内部統制といいますか，社内の違反行為を見つける

に当たって，社内リーニエンシーといいますか，社内的な責任は問わないから

ちゃんと報告しなさいという仕組みを講じているような例のお話がございまし

た。参考にしていただければと考えております。 

 後藤会長 何かほかに御意見はありませんか。よろしいですか。 

      それでは，特に御意見等がございませんようでしたら，次の議題に移らせて

いただきます。 

今日の2番目の議題は，平成17年度における独禁法の執行状況についてとい

うことであります。これは中が 4 つに分かれております。独占禁止法違反事件

の処理状況，景品表示法違反事件の処理状況，下請法違反事件の処理状況，企

業結合事案の処理状況という4つのポイントに分かれております。 

      順番に御説明いただきたいと思いますが，最初に独占禁止法違反事件の処理

状況につきまして，山田審査局管理企画課長から御説明いただきたいと思いま

す。よろしくお願いします。 

 山田審査局管理企画課長 管理企画課長の山田でございます。 

      ただいまのコンプライアンスの報告書もございましたけれども，このような

独占禁止法違反行為を行わないようにしていただく企業の取組は非常に重要で

あろうかと思います。 

      その一方で，独禁法違反事件に対してきちんとした処理をしていくことが前

提にあって，このような取組もまた着実に動いていくのだろうと思っておりま

す。そういう意味からしましても，独禁法違反行為に対しましては迅速かつ効

果的な措置を採っていくことを私どもの方針としております。 

      本日は，平成17年度の独禁法違反事件，特に審査事件につきまして御報告さ

せていただきます。お手元の資料の独禁懇174－2でございます。初めに３ペー

ジほど概要がございまして，それをおめくりいただきますと本文がございます。

後ろのほうは，数字の資料や違反事件の概要を書いております。本文はそれほ

ど長くありませんので，本文で御説明をさせていただきます。 

      資料の1ページのグラフを御覧いただきますと，17年度の処理状況は延べ492

事業者に対しまして19件の法的措置を採っております。後ほどまた御紹介いた
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しますが，このうちの2件は改正独禁法に基づく排除措置命令でございます。 

      御案内のように，18年１月から改正独禁法が適用されておりますので，特に

手続的な面につきましては，新法と旧法の両方が現在動いている状況でござい

ます。若干状況が入り組んでおりますので，分かりにくい点もあろうかと思い

ます。 

      17年度は，19件の法的措置のうち13件が入札談合でございました。その他，

カルテル4件，不公正取引2件などとなっております。警告も7件ございます。 

      資料の 2 ページ目でございます。カルテル，談合などに課されます課徴金で

すけれども，グラフを御覧いただきますとお分かりになりますように，失効し

た課徴金を除き，また審決で課徴金を命じたものを加えるという形にいたしま

して，平成 17 年度は約 188 億 7000 万円で過去最高の額でございます。以前セ

メントカルテルがありましたときがこれまでの最高だったのですけれども，そ

れを上回る額になっております。このうちのほとんどすべてですが，188 億円

が入札談合にかかるものでございました。 

      入札談合ですけれども，次の段にあります入札談合等関与行為防止法に基づ

きまして改善措置を求める権限がございます。17年度におきましては日本道路

公団――現在は民営化されまして 3 つの高速道路会社になっておりますけれど

も，元公団に対しまして改善措置要求を行っております。これは鋼製橋梁の事

件でございまして，後にも幾つかの場面でまた出てまいります。 

 申告の状況は割愛させていただきます。 

 3ページの(5)でございます。先ほどのコンプライアンスの報告書のところで

も触れておりましたけれども，課徴金減免申請の状況でございます。御案内の

ように，これも平成18 年 1月から施行されてありまして，年度内，3月末まで

の段階で26件の申請がございました。内訳とかどういう業種でというのは，こ

れから審査する可能性のあるものでございますし，また申請者自身の保護の問

題もございますので公にさせていただいておりませんけれども，26件という数

字は公取に対して減免の申し出をしてきたということで別個に扱い得るものを

カウントしております。また，事前の申請と調査開始後の申請の両方を含む数

値でございます。今後もそういうふうなカウントの仕方になると考えておりま

す。 

      先ほど迅速な処理と申し上げましたけれども，事件処理期間でございます。

平成 17 年度は約8 カ月でございました。これは平成 16 年度と同水準でござい

ます。ただ，何度も申し上げて恐縮ですけれども，平成18年からは排除措置命

令と課徴金納付命令を行う際に事前手続が導入されております。事前に命令の

案を送付して，それに対して申し出があった場合には証拠の説明などを行い，

意見申述，証拠提出の機会を与える期間を設けます。これが処理の期間に当然
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算入されてまいります。かつまた，課徴金納付命令も同時に行っております。

これまで処理期間におきましては，勧告までで，期間に課徴金の算定期間は入

っておりませんでしたので，これらを含めても前年と同水準を維持できたとい

うことで，少しは迅速化していると考えております。 

      続きまして，刑事告発でございます。平成17年度中は2件で，いずれも鋼橋

の談合事件ですが，国土交通省発注の件と先ほども出てまいりました道路公団

発注の件につきまして告発を行っております。これは改正法施行前ですので，

旧法の手続に基づくものでございます。若干報告範囲を超えますが，昨日も，

犯則審査部におきまして調査を行った事案につきまして告発を行っております。 

 各行為ごとの類型でございます。4ページ，5ページ以下になりますが，個々

のケースにつきましては既に公表させていただいているものもございますので，

多くを申し上げることはないかと思いますけれども，何度も出てまいります鋼

橋の談合事件のような大型事件を扱ってまいりました。 

 それとあわせて，先ほどコンプライアンスの報告の中でありましたが，実効

性のある措置を採っていきたいということで，排除措置の内容についていろい

ろ工夫させていただいているところでございます。コンプライアンス・マニュ

アル作りなどを措置の中に含めるほか，例えば鋼製橋梁事件では直接談合に関

与していた担当者の配置の問題などにつきましても措置を採るよう命じている

ところでございます。 

      4 ページの真ん中のちょっと下にあります沖縄の事件でございます。これが

先ほど申しました改正法適用の第 1 号事件でございます。この件につきまして

は 100 社を超える関係人でしたので，それを慮りまして事前手続におきまして

も比較的余裕を持った期間を定めて，何社からは証拠説明の申し出がございま

したので，そうした手続も踏まえた上で排除措置命令，課徴金納付命令を行っ

ております。 

      5 ページの下のほうですが，中小企業等に対する不公正取引ということで，

とりわけ約50年ぶりでしたが，銀行の優越的地位濫用，金利スワップ取引に係

るものですけれども，三井住友銀行に対しまして勧告審決を行っております。

結果的にこれが最後の勧告審決になりましたけれども，この中でもやはりコン

プライアンス，社内での運営体制の整備を命じております。 

      6 ページの不当廉売の関係でございます。酒，石油製品などを中心にしまし

て，607件の注意を行っております。 

 公共調達におけるダンピング受注，1円入札などですけれども，平成17年度

におきましては財務省が発注いたしましたオークションの運営補助業務に関し

まして，インターネットとそれ以外のものでヤフーとシンワアートというとこ

ろが 1 円入札を行いました。これにつきまして警告を行っているところでござ
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います。 

 また，平成17年度から調査を行っておりました和歌山での石油製品の不当廉

売事案に関しまして，平成18年度に入りましてから排除措置を命じております。 

 そのほかＩＴ・公益事業分野におきましても法的措置を採ったものはござい

ませんでしたけれども，引き続き問題関心をもって積極的に事案の調査を行い，

結果として違反がなかった場合でも，当事者の同意を得た上でどのような考え

方の下に調査を行ったのかということを公表しておりますし，今後もこうした

方針は続けていきたいと考えております。私からの報告は以上でございます。 

 後藤会長 どうもありがとうございました。 

      それでは，これにつきまして御質問，御意見をお願いいたしたいと思います

が，いかがでしょうか。 

 舟田会員 3ページの（6）の事件処理期間のところですが，改正法になって正式な行政

命令を出す前の手続が長くなるのではないか，一種のミニ審判になるのではな

いかというような懸念があったところですけれども，これでは全部合わせて平

均審査期間は8か月ですからよくなったということであります。 

      沖縄以下の事件で，事前通知を出してから排除措置命令を出すのに大体どの

ぐらいかかっているものでしょうか。あるいは，それはあまり参考にならない

ものかもしれませんけれども。 

 山田審査局管理企画課長 御案内のように，事前通知を出しました段階で意見の申述ま

での期間を定めることになっております。原則としてそれは２週間程度として

おりますけれども，例えば実際に第 1 号がいきなりそうなってしまったのです

が，沖縄のケースのように 100 を超える企業があって，そこから証拠の説明に

ついて多くの申し出があれば，それはやはり全部対処した上で意見を出してい

ただくことにせざるを得ないと考えております。この件では，その期間を大体   

1か月ぐらいということで設定しております。 

      こう申し上げていいのかどうかわかりませんけれども，少なくとも私どもの

目から見ますと，違反が存在したということの事実関係が比較的明らかな事件

でしたので，100 社みんなから説明の申し出があったわけではなかったという

こともございました。そういう意味で，これが必ずしも多数を扱った際の前例

になるとは限りませんが，今，申し上げた期間内でできております。また，4

月以降も何件か排除措置命令を行っております。もちろんその中には不公正取

引のように単独，1 社のケースもございますので，こうしたケースにつきまし

ては原則どおり行っております。 

      今，先生から御指摘がございましたような意味で，期間が長く掛かるのでは

ないかという点は，今のところまだそうした問題は起こっていないと考えてお

ります。 
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 舟田会員 特に課徴金納付命令も同時に出すということなので，計算が大変だろうなと

いう心配がありました。 

      私も沖縄の事件はどういうものかよく知りませんが，沖縄の事件は，課徴金

についてはあまり問題がないような事件だったということもあったのでしょう

か。 

 山田審査局管理企画課長 談合事件でございますので，当然，将来は審判にもなり得る

ことを考えれば，個別の物件についてどれだけ違反行為の範疇に入っていたの

かという認定はそれぞれ必要になります。 

 必ずしも認定しやすかったということではないと思いますけれども，審査を

終えてから課徴金算定作業をスタートするのではなくて，審査のある程度大ま

かな見込み，相当程度の違反事実の認定ができる，違反の範囲がある程度はっ

きりできる段階から，課徴金算定のための準備作業を行っておりますので，そ

ういう意味からいいますと，従来の審査に関する調査手続と課徴金に関する調

査手続をオーバーラップさせてきております。そういう意味でも，時間が必要

以上に掛からないようになっておりますし，今後もそうしていきたいと思って

います。 

 後藤会長 ほかにはいかがでしょうか。 

 古城会員 今のことに関連するのですけれども，事前手続の運用は難しいと私は思って

います。1 つは，今のお話のように，件数は多いけれども割と簡単に処理でき

る事件だったということでしたが，相手方がしつこく争っている事件のときに

どう処理するのかというのが1つの関心事です。 

 2 通りの方法があって，事前手続を割とゆっくりやってあげるやり方と，そ

れはあっさりやって後は審判の話だと切りかえていくやり方があると思います

が，そういうことの参考になるような事件はまだ出てはいませんか。 

 山田審査局管理企画課長 正直に申し上げて，幸か不幸かという問題かもしれませんけ

れども，今のところそのようなある意味で深刻な事態になるようなことは生じ

ておりません。 

      ただ，私どもは証拠を説明いたしますのも，違反行為を基礎づけるために必

要な証拠ということで，その範囲におきましては相当程度のことを 1 月以降実

際の案件で説明しております。最終的に相手がそれで納得できるかどうかとい

うことはまたございますけれども，私どもしてはきちんとした説明をさせてい

ただいていると思っております。そのために，例えば 20 分，30 分でパッとや

るのではなくて，半日あるいはそれ以上かけて説明したようなケースもござい

ます。 

      その上で更に納得できないということであれば，先生がおっしゃった２番目

のケースになるのかなと思います。審判請求期間中のものもございますから，



 14 

すべて楽観的な見通しというわけではありませんけれども，今のところまだそ

ういう事態にはなっておりません。 

 榧野会員 不当廉売について確認したいのですけれども，平成17年度は注意を607件行

ったということですね。この統計を見ますと，ここ３年は大体 600 件ぐらいで

安定しているのですが，例えば平成13年度を見ると2,600件とすごく多かった

ですね。特に酒でしょうけれども，酒の業界がだんだん正常化してきたという

ことでしょうか。 

      それに比べて石油もすごく伸びているんですけれども，逆に石油がちょっと

荒っぽくなってきたのか，その辺の考え方はどう見たらいいのかをお伺いした

いと思います。 

 山田審査局管理企画課長 まず 3 ページの申告件数を御覧いただきますと，今，御指摘

がありましたように，平成13年度の少し色をつけてありますのは小売業の不当

廉売の申告件数です。それは現在に比べて 2 倍以上の 4,000 件近くございまし

た。特に注意案件の場合は迅速に数か月以内に処理しているということもござ

いますので，これは反映していると思います。もちろん中にはそもそも違反に

ならないものも申告の中にまじっておりますので，申告の増減がそのまま措置

の増減に直接つながるとは限りません。 

      そういう意味からしますと，公取として不当廉売の措置を採る必要があるよ

うなものは全体として確かに減ってきていると思います。ただ，石油の廉売が

ひどくなっているのかという点については，必ずしも十分な分析はしておりま

せん。 

 後藤会長 よろしゅうございますか。ほかに何か御意見，御質問はございませんでしょ

うか。 

 高橋会員 ただいまもありました不当廉売事件に関してですけれども，公正取引委員会

の政策目標として，小売業に係る不当廉売は 2 か月をめどにするということが

出ていますが，ここ数年の推移を教えていただけたらと思います。目標が 2 か

月ということのようですが。 

 山田審査局管理企画課長 今，手元に細かな数字がございませんけれども，特に迅速に

処理するという意味で，違反の萌芽を摘むということになりますけれども，そ

うしたものにつきましてはほぼ 2 か月ということは維持できていると考えてい

ます。 

 他方，先ほど申しました法的措置を採るような案件につきましては，違反で

あることの立証のための十分な証拠も必要になってきますと，やはりそれなり

の調査期間は掛かることになります。 

 井出会員 課徴金について御質問したいのですけれども，課徴金の納付命令に対して金

額が不服だということで争うケースは傾向的には増えていると理解していいか
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と思います。その際に算定基準をめぐって争うというケースだと思うんですけ

れども，経済学的に考えても売上げとかカルテルの期間とかいろいろ大変だろ

うと思いますが，そのときの算定基準はある程度透明性はあるのでしょうか。 

 山田審査局管理企画課長 基本的には，今，先生がおっしゃいましたように，カルテル

期間中の売上高ということですと，対象品目であることと，それが対象期間中

の売上げとして計上されたことです。基本的には会計原則にのっとって計算し

ております。 

 他方，実際に争いになっているケースの多くは，通常のカルテル事件よりは

むしろ談合事件で，特定の物件が談合行為の対象であったかどうかということ

で争うケースが多いかと思います。その際には，個別物件ごとに競争制限効果

が及んでいるかどうかということが論点になってくるわけでございます。それ

につきましてはこれまでの審決等の分析がございますので，私どもとしてはそ

れで相当程度明らかになっていると考えております。 

 萩原会員 3ページに課徴金の減免申請の状況で，今年の1月から 3月まで26件の申請

があったということですが，この26件の規模といいますか大きさは，どの程度

の案件についてこういう申請があったのかを参考までにお聞かせ願えればと思

います。 

 山田審査局管理企画課長 先ほど申し上げましたけれども，具体的にどういうたぐいの

ものであったのかということのお答えは差し控えさせていただきたいと思いま

すが，大きいものもあれば小さいものもあります。 

 これはあくまで申請ベース，独占禁止法違反になり得るということで，かつ

当事会社がそれに参加しているという報告を受けておりますので，その中身に

つきましては，今，申しましたように企業規模としても大きいものもあれば小

さいものもあり，様々でございます。 

 後藤会長 ほかに何かございませんでしょうか。よろしいですか。 

 古城会員 今の26件というのは，一つの事件について 2社あるのは 2件と数えられてい

るのですか。 

 山田審査局管理企画課長 そうでございます。 

 古城委員 分かりました。 

 後藤会長 ほかに何かございませんか。 

      それでは，次の議題の景品表示法違反事件の処理状況に移りたいと思います。

これは岡田取引部景品表示監視室長から御説明いただきたいと思います。よろ

しくお願いします。 

 岡田取引部景品表示監視室長 景品表示監視室長の岡田でございます。新聞発表資料に

基づき説明させていただきます。 

 まず，処理状況でございますけれども，平成 17 年度は排除命令 28 件，警告
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36件，注意610件ということでございます。注意案件につきましては，平成16

年度は消費税の総額表示事件が多発しましたので，平成17年度は100件ほど少

なくなっておりますが，全体的には件数が非常に伸びたと考えております。 

 なお，排除命令28件といいますのは昭和50年度の件数に並ぶもので，30年

ぶりの大きな件数であったと考えております。 

      また，御案内のとおり，景品表示法では第 4 条 2 項という規定を平成 15 年

11 月に導入したわけでございます。この規定は，表示の根拠を 15 日間と期間

を区切って事業者に求めまして，合理的な根拠が提出されない場合は法第 4 条

第 1 項第1 号違反とみなすという規定でございます。この規定を適用した排除

命令件数が平成16年度は 2件でしたけれども，昨年度は5件ということで，運

用が定着してきていると考えております。 

 具体的な排除命令の内容でございますけれども，食品関係が16件ということ

で，健康・安全志向の中で，消費者の食品に対する意識が非常に高まっていま

すので，排除命令の半数近くになったということでございます。これは平成16

年度も同じような傾向でございます。 

 次に，陶磁器の原産国の不当表示がありますが，この陶磁器とは福岡県の有

田焼でございます。有田焼と表示していながら，実際はタイ産であったという

ことでございます。市場的な規模という観点から見れば小さな市場で地方に特

化した事件ですけれども，地域ブランドの保護は非常に重要な政策課題になっ

ているわけですので，地域ブランドを保護するという意味でも非常に有意義な

事件であったと思います。 

 次に，有料老人ホームの不当表示があります。平成16年４月に導入いたしま

した第 4 条第 3 項による指定告示の適用案件でございます。高齢化社会に向け

まして，今後もこの分野は非常に需要が増していくことが考えられるわけです

ので，このように国民のニーズに適合した分野に対して法適用をしていきたい

と考えております。 

 また，活水器の不当表示が 3 件ございます。これは非常に高額な商品で，1

商品が30万ぐらいするようなものもあります。また，この商品は水道管に直結

するだけで半永久的に使えるもので，しかも追加的な費用もいらないというこ

とで，消費者が飛びつく商品です。東京都などもこの分野については，積極的

に調査した案件でありまして，この 3 件について第4 条第 2 項を適用して排除

命令を行ったということでございます。 

 次に，警告の概要でございます。資料にありますとおり，食品関係では警告

も 4 件あるわけでございます。また，それ以外にも重要無形文化財に係る商品

の不当表示があります。これは結城つむぎという，茨城県の地域に根差した特

産品に係る表示であったわけでございます。重要無形文化財という表示をして
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40年近く売られた商品の一部が，重要無形文化財の指定要件を満たしていなか

ったということでがありまして，警告を行ったという事案でございます。 

 また，ガソリン価格の不当表示が 6 件ございます。これは福岡県のガソリン

スタンドでの不当表示で，消費税の総額表示が義務付けられている中で税抜き

表示を大きく掲げて，ドライバーにとってみれば当然総額表示と思ってしまう

ような表示をしていましたが，実際にはガソリンを入れた後で税金分を上乗せ

されていたということで，優良誤認の疑いで 6 件警告したということでござい

ます。 

 次に，都道府県の処理状況でございます。景品表示法は都道府県も運用して

いまして，当委員会と同様に違反行為の差止め，あるいは訂正広告の公示等を

指示することができるようになっているわけでございます。平成17年度におき

ましては，11件の指示を行っております。具体的な中身は資料に記載しており

ますけれども，食肉の原産国の不当表示であるとか豆腐の原材料等の不当表示

など地域に根差した不当表示事案が多かったということでございます。 

 次に，消費者取引の適正化への取組状況でございます。まず規制の見直しと

いうことで，先ほど説明がありましたとおり，特殊指定の見直しを行っており

ます。 

 また，車検整備に関する表示の実態調査を行っておりますが，公正取引委員

会では一般消費者の適正な商品選択に資する観点から，さまざまな分野におい

て実態調査をしているわけでございます。平成16年度は車検整備について実態

調査を行い，その結果を踏まえて，景品表示法の考え方を整理して公表してお

ります。 

      次に，公正競争規約の変更の状況でございます。18年 3月末現在，公正取引

委員会では表示規約 65 件，景品規約 40 件を認定しています。その中で表示方

法の複雑化とか消費者ニーズの多様化等を踏まえまして，公正競争規約の設

定・変更等の指導を行っているわけでございます。 

      17年度におきまして変更を行った主なものは，不動産の表示に関する公正競

争規約，主催旅行の表示に関する公正競争規約，銀行業における表示に関する

公正競争規約です。 

      続きまして，資料の 4 ページでございます。公正取引委員会では，消費者取

引適正化推進委員制度を平成17年度から導入しているわけでございます。消費

者モニターでありますとか，消費者問題に詳しい学識経験者の方等々から 200

名以内を委嘱しております。消費者取引の適正化を一層高めていこうという観

点から設けている制度でございます。 

      平成 17年度におきましては，この推進委員に対して各種アンケート，試買検

査会への出席，個別具体的な事案の情報収集等をお願いいたしまして，消費者
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取引の適正化に関する業務を行ったということでございます。私からは以上で

ございます。 

 後藤会長 それでは，続きまして下請法違反事件の処理状況について御説明を伺った後

で，まとめて景表法と下請法の違反状況についての御質問，御意見をいただき

たいと思います。 

      下請法違反事件の処理状況について，石垣取引部下請取引調査室長から御説

明いただきたいと思います。よろしくお願いします。 

 石垣取引部下請取引調査室長 石垣でございます。お手元の独禁懇 174－４の資料に基

づきまして御説明させていただきます。 

      最初に，「第1 下請法の運用状況」の「1 定期書面調査」とありますので，

書面調査の実施状況から御説明させていただきます。下請取引の性格上，下請

事業者からの下請法違反被疑事実についての申告が期待できませんので，公正

取引委員会では従来から親事業者及びその下請事業者を対象に，定期的に書面

調査を実施してきております。 

      書面調査件数は，平成 15 年に法改正がありまして，適用対象範囲が平成 16

年 4 月からこれまでの製造委託及び修理委託，以下製造委託等と申しますけれ

ども，この製造委託等に加えまして，情報成果物作成委託及び役務提供委託（以

下，役務委託等）に拡大いたしましたので，このグラフに示されておりますよ

うに平成 16 年度から大幅に件数が増加しております。平成 17 年度はその大幅

な増加の後を受けまして，若干は増えていますけれども，ほぼ前年度並みとな

っております。 

      件数で申しますと，平成17年度は親事業者に対しまして約3万社，下請事業

者に対しまして 17 万社の合計 20 万社という大きな数の事業者に対しまして書

面調査を行っているところでございます。 

      次に，違反行為に対する措置件数等についてでございます。まず，平成 17

年度の勧告件数は10件であります。これは前年度の4件に比べまして，2.5倍

になっております。10件の内訳は，これまでの製造委託等に係る分野のものが

5 件，情報成果物作成委託関係が 2 件，役務提供委託関係が 3 件であります。

法改正後に新たに適用対象となった分野に対しまして初めて勧告がなされると

ともに，新分野に係るものが半数を占めております。 

      このように役務委託等で勧告が 5 件となりましたのは，法改正 2 年目に入り

まして，新規分野である役務委託等に係る違反被疑事件につきましても厳正に

対処した結果であります。ちなみに，10件の勧告はすべて下請代金の減額の禁

止規定に違反するものであります。 

      次に警告件数について述べますと，平成17年度は4,015件でございます。平

成16年度から 2年連続して大きく伸びております。顕著な伸びを示しておりま
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すのは斜めの線が入っている役務委託等，つまり新たに適用対象となった分野

に係るものでありまして，平成16年度が1,064件でありましたけれども，平成

17年度は2,064件とほぼ倍増しております。 

 役務委託等につきましては，平成16年度は初年度でありましたので，書面手

続の手続上，具体的に申しますと平成16年 4月から 6月までの 3か月間の下請

取引の実情を把握するために，平成16年 7月に親事業者に調査票を発送してそ

れを回収し，さらに親事業者から回収した下請事業者のリストに基づきまして

下請事業者にも調査票を発送するという手続をしておりました。このため，実

質は半年分の事件調査しかできませんでしたけれども，平成 17 年度からは 1

年を通して事件調査ができましたので，そのことによって 2 倍程度に増えてい

るということであります。 

 したがいまして，平成17年度に警告件数が増えましたのは違反行為が増えて

いるということではなく，主に改正法によって適用範囲が拡大しまして，その

分野での事件処理が通年で処理できたことによるものであります。 

 次のページを開いていただきたいと思います。違反行為の内容について御紹

介します。ここに図がありまして，製造委託等と役務委託等に分けて見た場合

の違反行為類型別件数の違反件数全体に占める割合が示されております。ここ

にありますとおり，製造委託等につきましては支払遅延，長期手形，減額の順

に違反行為が多くなっております。 

一方，役務委託等につきましては，支払遅延が77.8％と圧倒的な部分を占め

ております。続いて減額，やり直しの順番になっております。製造委託等と比

べてみますと，役務委託等は支払遅延の割合が非常に高い一方，長期手形が非

常に少ないという特徴がございます。 

 役務委託の支払遅延の中身を見てみますと，支払期日が受領日から60日を超

えて設定されているような，いわゆる制度遅延といわれる違反事例が大部分を

占めております。また，役務委託等におきましては長期手形の違反が非常に少

ないのですが，この理由は元々手形による支払いの比率が低いことによるもの

と考えられます。 

 次に，(3)下請代金の減額分の返還状況等について申します。下請法では，例

えば下請代金の減額があった場合には，親事業者に対しましてその減額分を下

請事業者に返還するなどの原状回復措置を講じるよう勧告することができるよ

うになっております。一定規模以上の警告につきましても，同様にそのような

措置を採るよう指導しております。 

      平成 17 年度は勧告件数が多くなったことから下請代金の減額分の返還金額

が増加しまして，8億 3366万円となっております。また，支払遅延利息の支払

額につきましては，平成17年度は8562万円となっております。 
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      下請法につきましては違反事件の処理だけではなく，むしろ普及・啓発も大

事でございますので，毎年11月を「下請取引適正化推進月間」と定めるなどし

まして，親事業者，下請事業者に対する研修，講習会を数多く開いて，周知徹

底に努めているところでございます。以上でございます。 

 後藤会長 どうもありがとうございました。 

 今，景表法違反事件の処理状況と下請法違反事件の処理状況の 2 件につきま

して，まとめて御説明いただきました。この 2 件につきまして，何か御意見，

御質問等がおありでしたらお願いしたいと思いますが，いかがでしょうか。 

 森本会員 下請法ですが，1 ページ目の措置件数について，実質的にはソフトサービス

について加わったためだとおっしゃいましたが，下のほうの平成15年度，平成

16 年度，平成 17 年度を見ましても，通常の製造委託等につきまして 15％強，

20数％と漸次増加しております。確かに上の斜線のほうが派手に見えますけれ

ども，下のほうも漸増傾向にあるのはどういう事情なのか，少しお教えいただ

きたいというのが第1点です。 

      それから，御説明にはありませんでしたが，3 ページ目の第 2 の下請法の運

用状況等の 1 の概況のところで，平成 17，18 年度とそれぞれ増えて，平成 16

年度段階と比べて平成18年度末には下請法専任者の数が54名で15名増えると

いうことであります。サービスソフトがなかった平成15年度の実員も少しお教

えいただけたらということと，この15名増が新規のいわゆる真水の純増なのか，

公正取引委員会内部からの調達なのか，その点もお教えいただければと思いま

す。 

 石垣取引部下請取引調査室長 製造委託等につきましても平成 16 年度から平成 17 年度

にかけまして，約 400 件程度増加しております。この理由は，先ほど先生が御

紹介になったとおり，執行体制の強化もあります。また，できるだけ多くの違

反行為について，細かい違反につきましても是正指導をしたいということで，

私ども内部で効率的な違反事件の処理に努めております。その結果であると考

えております。 

 平成 15年度の定員につきましては手元に資料がございませんので，後ほど説

明させていただきたいと思います。 

 翁会員  景品表示法の関係でお伺いしたいのですけれども，今のこととも関連するか

もしれないのですが，非常にいろいろな種類の商品についてどういう人員体制

というか，どういうふうに効率的，効果的に取り組もうとされているのかとい

うことについてお伺いしたいと思います。 

      今，消費者を活用する動きがございましたけれども，例えば消費者の方から

こういうことがあったというようなことを受けてやる，例えば消費者をモニタ

ーを活用してやるというようなことなどもお考えになっておられるのでしょう
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か。 

      それから，食品の原産地の表示などについては，農林水産省なども同じよう

なことを人員を随分使ってやっておられると思います。こういったところとの

連携とか体制についてお伺いしたいと思います。 

 岡田取引部景品表示監視室長 先生も御承知のとおり，景品表示法に関係する申告件数

は非常に多いということで年間 1,400 件ぐらいあります。そういう中で，どの

事件を取り上げていくかということになろうかと思います。私どもとしては，

消費者にどのような被害が及んでいるのかという観点から，国民生活センター

等々といろいろな情報交換を行うなどして，事件審査に取り組んでおります。 

      また，時代のニーズに合った事件を取り上げていきたいと思っています。昨

年度の老人ホームの不当表示事件はその例と思います。また今年度に入ってか

らは，結婚情報サービスについて２件の排除命令を行っています。まさに少子

化を踏まえた重要な産業であり，これからもどんどん増えていくのではないか

と思います。このような案件も今後取り上げていこうと考えております。 

      もう一方で，先ほど申しましたように地域ブランドの保護ということで，地

域の活性化のために地域ブランドを保護していくことが重要であり，地域に特

化したものでも，取り上げていきたいと考えております。 

      また，最近では低金利を反映した不当表示等も目立ってきており，これまで

申しましたように全体的に消費者が何を望んでいるかとか，ニーズを見ながら，

少ない人員の中で質のいい事案を調査していきたいと考えております。 

 次に消費者モニターの件ですが，消費者モニターを 1,100 名委嘱しておりま

す。消費者は一体どのような認識を持っているかというのは，事案処理に当た

って非常に重要なファクターになっておりますので，消費者モニターにアンケ

ート調査を行うことによって消費者意識の確認等もやっております。 

 各省との連携の問題でございますが，特に定型的なものはございませんけれ

ども，事案に応じて農水省，あるいは特定商取引法がございますけれども，経

産省とも公式ベースではございませんが，実務的なレベルで情報交換を行って

おります。 

 高橋会員 今のお話にも関連しますが，景品表示法の独禁懇174－3の資料の 4ページに

消費者取引適正化推進制度の導入に関しての記述がございます。これの最終行

のところが「適正化に関する業務に有効活用した」という表現になっているん

ですけれども，この内容についてもう少し具体的に教えていただきたいと思っ

ております。 

      と申しますのは，昨年度の導入時には，この方たちの活用に関しては特定調

査，情報収集，意見聴取，普及啓発と 4 つが掲げられていたと思うのですが，

この結果を見ますと情報収集，普及啓発のところにどうも力が入っているよう
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に私には読めてしまいました。まだ推進員のほうが育っていない，特定調査と

かもう少し踏み込んだことができなくて（推進員を）育てている状態なのでし

ょうか。今後の見通しも含めて教えていただきたいと思います。 

 岡田取引部景品表示監視室長 できたばかりの制度ということもありまして，今，私ど

もは手探りの中で運用しているということでございます。例えば国民生活セン

ターで情報収集した中で，実際に不当な広告表示がなされている場合について

は，こういった方々に協力していただいて広告の収集をしたり，いろいろな認

識等の調査をしています。導入時の理念を踏まえて今後も適確に運用していき

たいと考えております。 

 高橋会員 例えば，昨今，世の中で消費者金融の広告に関してさまざまな話題が出てい

ますけれども，そういうことに機動的に何かやっていただけないのかと期待を

込めて申し上げるわけです。 

 また，従来型の調査だけではなくて，例えば最近ＧｙａＯ（ギャオ）が話題

になっておりますけれども，インターネットの無料視聴テレビに入っている広

告はかなりいろいろなパターンのものが出ております。そういうものも実際に

視聴した方から調査をしないと実態がわからないということがあります。 

      それはなぜかと申しますと，消費者金融がテレビＣＭからは表向きはかなり

撤退という形になっているのですが，実態を見ますとインターネットテレビが

効率的だということで広告がそちらにかなりシフトしております。そのシフト

の仕方ですが，無料視聴するときに個人情報を入れますので，セグメントをし

て 10 代の人，20 代の人，30 代の人と，非常に有効に広告が打てるような仕組

みになっております。 

 我が家のことを申し上げますと，私が「インターネットの広告は非常に質の

いいものがあるのではないか」というふうに夕飯時に話していましたら，子供

が「インターネットテレビの広告はサラ金ばかりでひどいよ」ということでご

ざいます。20代にはそういう広告が打たれていて，私の年代にはそういうもの

は入ってきていないので内容もチェックできないということでございます。 

 実際に見ている人でなければ分からない調査が出てきていると思いますので，

そういうことも含めてもう少し機動的にやっていただきたいと思います。 

  岡田取引部景品表示監視室長 インターネットの広告につきましては，消費者向け電

子商取引の適正化への対応ということで，80名を電子商取引調査員に委嘱して

専門にやっているわけでございます。そういったことも含めて，今，先生がお

っしゃった点を含めて鋭意努力していきたいと考えております。 

 平田会員 一般論ですが，常々感じていることを申し上げさせていただきます。 

  不当表示，特に健康食品とか老人ホームに関することは非常に重大だと私は

思います。それに対する事業者，さらには消費者を含めた社会の認識がやはり
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まだ低いと思います。ですから，先ほどこの法律に基づいて国民生活センター

と連携をとって摘発しておられるというお話がありましたが，ぜひ厳しくやっ

ていただきたいと思います。 

      それと同時に，これは邪道かもしれませんが，景表法というのはおまけに対

する規制と表示の不当さに対する規制が合わさった法律です。この二つは重み

において非常な違いがあると思います。一般に景品表示法といわれるとおまけ

の話かというふうに思いがちですので，いつの日かこれを景品法と表示法に分

けて，いかに不当表示が重大であるかということを行政側でも御検討されては

いかがかと個人的には思います。 

 舟橋取引部長 今の御指摘の最初のほう，特に健康とか老人ホームといった高齢化社会

対応のところは，先ほど室長からも御説明をさせていただいたと思います。重

点施策の中でもかなり大きいほうの分野ということで積極的にこれまでもやっ

てきましたし，これからもより一層重きを置いてやっていきたいと考えていま

す。特に，今，仕掛品の中にも健康食品とか老人ホームがございます。 

      それから，景品と表示が一緒になっているのは，両方ともディセプティブ

（deceptive）だという意味で一緒になっているのだろうと思います。ウエート

づけについてはおっしゃる点もありまして，都道府県と話していると彼ら自身

もそういうところがあります。景品表示法という略称ではなくて，不当表示法

といったほうを彼らが選好することも時々あります。そういうときにはそちら

に合わせて，不当表示法と呼んだりしています。御指摘も踏まえて，これから

対応してまいりたいと思っております。 

 舟田会員 2つほど。1つは毎回この場でも出ていると思いますが，法的な措置と警告と

の区別です。例えば景表法の警告で結城つむぎの例がありましたが，私もテレ

ビで出ていたような覚えがあります。警告は，調べてみて法的措置を採るまで

の証拠がなかった場合に限られるのであって，しかし，もし証拠があるとすれ

ば警告で済ますことはいけないというふうに私は理解しています。あの（結城

つむぎの）例などは明白に不当表示だということではないかと思います。しか

し，結城つむぎはそういうふうに今まで使われてきましたということなので，

責任性がないといいますか，法的措置を採るのは社会的に不相当という判断が

あったのか。そういう意味では，法的措置と警告の区別の理解も含めて，もし

何かありましたら教えていただきたい。 

岡田取引部景品表示監視室長 私どもとしては，行為の広がりとか，一般消費者に与える

影響等々を見ながら事案をどう処理していくかを考えております。一般的に行

為が広く行われているとか，一般消費者に対する影響が大きい場合等には排除

命令を行い，違反するおそれがある場合は警告としているということです。違

反につながるおそれがある，つながるという表現をしていますが，そういう場
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合は注意というふうに，3つの区分で処理をしているわけでございます。 

      先ほどの結城つむぎの例をとってみれば，事案としては10名ほどが長年行っ

ていたということで，それだけを見ると違法性が強いという感じがしますが,

この案件は指定要件を満たさないものに重要無形文化財指定という表示をして

いた案件です。指定を受けるためには 3 つの指定要件がありまして，その3 つ

を満たすと重要無形文化財指定という表示ができるわけでございます。しかし,

指導機関である文化庁から何ら指摘されることなく長年続けられていたこと，

また，3 つの指定要件のうちすべての要件を満たしていなかったということで

もなかったのです。そういった点も勘案し警告としたものです。私どもとして

は，事案，事案でいろいろな状況を見ながら措置を採っていくことにしている

ところでございます。 

 舟田会員 法律家からは異論がありますけれども，分かりました。 

 もう一つ，今年から初めて，私は消費者法の講義を法学部以外の学生にして

います。もちろんこういう不当表示もそうですけれども，特定商取引は大きな

分野でありますから，ある意味で初めてしっかり勉強しました。 

      ほかの省庁のことで失礼ですけれども，経産省の特定商取引法を見ますと，

「もしお使いになりたい人はパンフレットを差し上げますから，御連絡くださ

い」とあります。３種類か４集類あります。メールで申し込んだのですけれど

も，結構おもしろいものが来ました。訪問販売あるいはキャッチセールに気を

つけなさいとか，「はい」と言ったらこれは契約が成立したでしょうか，答えは

どっちでしょうかとか，そういういろいろなものがあります。 

 私はよく知らないのですが，独禁法なり景表法は公正取引協会で 300 円か何

かで（パンフレットを）売っていると思いますが，ただでというものはあるの

でしょうか。あればいただきたいと思います。 

 和泉澤総括審議官 私のほうから簡単にお答えします。 

      パンフレットそのものは研修資料ということでやっております。特に最近は

法改正があったり新しい告示が出たりしておりますので，いわゆる白表紙とい

うものはその際につくっています。 

      最近，出前授業などに行きますと，やはりカラー刷りがわかりやすいという

ことで，もちろんある程度用意しておりますが，たくさんは用意できませんの

で，ホームページにまずわかりやすい部分でＱ＆Ａ，それから告示・法律を見

たい方はこちらへとなっています。 

 読みやすいかどうかはまだ改善の余地があると思いますけれども，ある意味

ではハードな形での印刷物も用意していますが，限りがございますので，最近

のＩＴ化を受けまして，また見やすいということもあって，ホームページへの

掲載，活用，また改善も図っていきたいと思っております。 
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 石垣取引部下請取引調査室長 先ほど下請法の運用部門の定員の御質問に答えられなか

ったんですけれども，資料が参りましたので若干紹介させていただきます。 

      お手元の資料には平成 18 年度の下請法についての定員は専任者が 54 名とあ

りますけれども，平成15年度からの推移を見ますと，平成15年度は29名でご

ざいました。平成 16 年度は 10 人増えまして 39 名，平成 17 年度は4 名増えま

して43名，平成18年度はここにありますとおり 54名と 11名増えております。

ここ数年，執行体制のかなりの強化が図られております。 

      また，いずれも真水で純増しております。ただし，18年度は定員が増えたば

かりですので，まだ埋まっていないところはございます。 

 後藤会長 どうもありがとうございました。 

      景表法，下請法につきまして，ほかに何か御意見，御質問はございませんで

しょうか。 

 高橋会員 下請法についてでございますけれども，いただいている 174－4 の資料の 2

ページ目を見ますと，違反行為の特徴の②に「長期手形は製造委託等において

は 19.4％と高いが，役務委託等については 3.5％とその5 分の1 以下となって

いる」と書いてありますので，前年とものすごく変化があったのか，逆に減っ

ているのかなと読めたのですけれども，5ページの表を見ますと増えています。

昨年の比率でいくと 1.8 のものが 3.5 で増えているわけですし，実数を見ても

増えています。この辺のまとめのところの拾い方が分からなかったので，ここ

に関して教えていただきたいと思います。 

      昨年ですと，全体を示す行為類型のところに返品，買いたたき，早期決済，

利益提供とか入っていたのですけれども，今回はその他として連続性のない指

標で，統計のとり方が変わったと思ったらそうでもなくて，5 ページを見ると

かなり細かく出ています。ここからの拾い方とかそれの分析に関して納得がい

かないところがありますので，昨年との違いについて御説明いただけたらと思

います。 

 石垣取引部下請取引調査室長 先生の観点から見ますと，かなり変化があると御覧にな

っておられるようですけれども，6 ページにありますが，私どもから見ますと

平成 16 年度，平成 17 年度は，基本的な傾向としてはあまり大きな変化はない

と考えております。 

      ただ，役務委託等についての違反行為の問題ですけれども，例えば７ページ

に発注書面不交付率がございます。発注書面というのは，発注に際して下請事

業者に必ず交付しなければいけないという罰則付きの義務ですけれども，これ

の不交付率，違反の比率を見ますと，黒い部分が全く出していなかったと疑い

のあるケースですけれども，役務委託等につきましては（平成16年度上期の）

11.3％から（平成 17 年度上期の）8.4％と改善されております。また，一部の
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下請事業者に対しまして交付していなかったものが（平成 16 年度上期の）

36.4％から（平成17年度上期の）29％と少なくなっております。ということで，

私どもとしては法施行２年目に入りまして，下請法の趣旨がだんだん浸透して

いるのではないかと考えております。 

      それから，先ほど申し上げましたとおり，平成16年度は通年の調査件数では

ございません。件数自身が 2 倍になっているということで，年間の傾向を比較

するには半年分のデータしかございません。平成18年度の数字が出てきますと

両方ベースが合いますので，その段階ではっきりした傾向といいますか，正確

な傾向を把握することができるのではないかと考えております。 

 後藤会長 それでは，もう一つ議題がありますので先へ進ませていただきます。企業結

合事案の処理状況について，山田経済取引局企業結合課長から御説明いただき

ます。 

 山田経済取引局企業結合課長 企業結合課長の山田でございます。お手元の資料の独禁

懇174－5と番号の振ってあるものと，それに続いて番号の振っていない「平成

17年度における独占禁止法第4章関係届出等の動向」と，「平成17年度におけ

る主要な企業結合事例について」という独禁懇174－6の 3つの資料に基づいて

御説明させていただきます。 

      最近，いわゆるＭ＆Ａブームということがいわれておりまして，それがどう

いうふうに私どもの統計に反映されているかということですが，174－5の「平

成17年度における独占禁止法第 4章関係届出等の傾向について」という1枚紙

を御覧いただきますと，平成15年度，16年度，17年度の３年間の合併，分割，

営業譲受け，株式所有のそれぞれのトータル数を記載したものでございます 

      これを見る限り，例えば合計を見ますと平成15年度が1,258件，平成16年

度が1,037件，平成17年度が1,071件ということで，平成16年と平成17年を

比べると微増していますけれども，必ずしもいわゆるブームというような数字

があらわれていないというところがございます。ただし，これはあくまでも私

ども独占禁止法に基づいて届出なり報告が出されたものですので，世の中のす

べてのものが統計に出てきているわけではないということでございます。そこ

は，ギャップがあるのかなと考えております。 

      例えばこれを資産規模で見ますと，資料をひっくり返していただきますと，

実施後の総資産500億円以上となる大規模案件で，例えば合併で平成16年度と

平成 17 年度を見ますと，届出受理件数で 70 件から 88 件ということで 18 増え

ています。 

      例えば株式所有で見ますと，報告提出件数は平成 16 年度が 735 件，平成 17

年度が 788 件ですが，（総資産額が）500 億円以上のものにつきましては 60 件

ほど増えています。大規模なものについては，世の中でいわれているようにふ
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えていることが読み取れるところでございます。 

      今回の公表ですが，本文の25ページ以下に5年分の統計を記載しております。

こちらから読み取れる部分について，簡単に御紹介をさせていただきたいと思

います。 

      先ほど申しましたように，合併につきましては 500 億円以上の比較的規模の

大きいものが増えていますが，例えば資料1－1の平成13年度から平成17年度

を御覧いただきますと，一番右の欄の合計につきましては減っておりますが，

500 億円以上 1000 億円未満と 1000 億円以上を足したものにつきまして平成 13

年度は36件，平成14年度は39件で，（平成15年度は）22件とか（平成16年

度は）23 とだんだん減っているのですが，平成 17 年度には 36 ということで，

もとのレベルに戻っていることがわかります。 

      他方，資料 1－2 ですけれども，営業譲受けについては合計も減っているし，

500億円以上の比較的大規模なものについて数は漸減傾向にあります。 

      合併，営業譲受け，その他株式所有とか，いろいろ形態はございますけれど

も，そのふえ方については必ずしも一様ではないようであることが読み取れよ

うかと思っております。 

      続きまして，26ページに資料1－3，27ページに資料1－4と，それぞれ業種

別の届出件数が出ております。5 年間のトレンドということで御覧いただきま

すと，卸・小売業が下から7番目に出ております。実はこの件数が平成13年度

から平成17年度にいくに従って，非常に顕著に減少している傾向がございます。

営業譲受けにつきましても，58 件から 41 件に減少しています。これらの動き

については，おそらく，平成13年度と平成14年度には流通の再編が行われて，

それが今では一段落しているということで私どもとしてはこの数字を見ており

ます。 

      28ページの資料1－5につきましては，5年間のトレンドでこれまたいろいろ

なことが読み取れます。例えば下から 3 行目の金融・保険業につきましては，

19件から76件，105件と一挙に増えております。これは業界の動向というより

は，金融機関が金融機関の株式を所有する場合には別の条項で対応していたの

ですが，平成 14 年の法改正によりまして一般の法律の体系になりましたので，

そこで件数がふえています。若干技術的なことで恐縮ですが，そういう理由に

よるものでございます。 

      その他，例えば 30 ページに，資料２として昭和 22 年からの企業結合関係の

届出件数の数字が出ております。最近では企業結合の形態が多様化してきてい

るということで，今のＭ＆Ａのブームとどういうふうに結びついていくのか，

あるいは件数が減っているのは外に出ている部分があるのか，海外のものをど

ういうふうにとらえるのかとか，もしかするといろいろな問題が出てくるのか
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も分かりません。今後，これについてはいろいろ検討していきたいと考えてい

るところでございます。届出等の動向につきましては以上でございます。 

      次に，「平成17年度における主要な企業結合事例ついて」という174－6の資

料に移らせていただきます。主要な結合事例は，平成16年に出しました「企業

結合審査に関する独占禁止法の運用指針」のガイドラインと結合事例の両方が

一体となって，結合審査についての考え方，判断基準を示しています。これに

よって透明性，予見可能性を高めているのだと，従来から位置づけてきており

ます。 

      結合事例集につきましては，年を追うごとにボリュームが増えてきておりま

す。 

      事例につきましては１から 13 まで 13 個ございますけれども，最近，経済の

グローバル化ということでいわれております海外からの競争圧力について特筆

すべき事例として，二つほど簡単にご紹介したいと思います。 

 事例 8 にソニー（株）と日本電気（株）による光ディスクドライブ事業に係

る合弁会社の設立がございます。パソコンの主要な部品であります光ディスク

ドライブは，例えばＣＤ－ＲＯＭやＤＶＤを読み取るための部品ですけれども，

日本のメーカーであるＮＥＣとソニーが合弁会社を作るものでございます。 

      光ディスクドライブというパソコン機器につきましては，パソコンメーカー

がユーザーになるわけですが，ディスクドライブのメーカー自体も世界中に散

らばっていますし，パソコンメーカーも世界中に点在しています。特にアジア

地域が多いのですが。 

      そうした場合に，基本的には合併審査は日本のユーザーがどういう調達行動

をとるかというのが基本ですけれども，このように国内のユーザーも世界のユ

ーザーも含めて世界中どこからでも調達してくる場合には，世界全体の市場を

見て，そこでのシェアとかメーカーの市場における地位を見た上で，当該結合

が日本の取引分野における競争をどういうふうに制限するのかしないのかを判

断してよいのではないか。要するに，国内におけるシェアを見るというよりは，

むしろ世界全体の市場におけるシェアを見てよいのではないかという判断をし

て，結論を導いた事例でございます。 

      それから，46ページの事例9でございます。医療機器メーカー，例えば心臓

の手術用の機械や医療器具のメーカーで，実は両方ともアメリカに所在するメ

ーカー同士の結合でありました。平成10年の独禁法改正により，基本的に結合

規制につきましては外国の会社も対象としております。実際には，外国に所在

する会社同士の結合は，いろいろな制約があるわけですけれども，本件につき

ましては両当事会社からいろいろな資料をいただいた上で判断した事例でござ

います。 
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 本件につきましては，アメリカの連邦取引委員会，欧州の競争当局でも同様

に審査を行っておりまして，公取も含めていろいろと意見交換を行って審査を

進めた事例でございます。 

      問題となった商品の中には，例えば日本の市場におきまして，当事会社の結

合によってシェアがほとんど 100％になってしまうようなものもあって，これ

については独禁法上問題があるのではないかと考えたわけですけれども，連邦

取引委員会あるいはＥＵで当事会社に命じた措置によって日本市場における独

禁法上の問題が解消されると認めました。アメリカにおけるその措置が履行さ

れるのであれば問題が解消されるであろうと判断して，その結合を容認した事

例でございます。 

      今，事例 8 と事例 9 について申しましたけれども，本件で取り上げている事

例の多くは海外からの競争圧力をどういうふうに評価するかということであり

ますが，現に行われている輸入について判断したものもあれば，輸入される可

能性があるというその蓋然性で判断したものもございます。こういった事例を

企業の方に御覧いただくことによって，私どもの考え方をお分かりいただけれ

ば幸いであると考えて公表しているものでございます。 

 大変駆け足で申し訳ございませんが，以上でございます。 

 後藤会長 ありがとうございました。 

 何か御意見，御質問はございませんでしょうか。 

 嶋津会員 御説明があった部分というのは，憶測とか観測のレベルではあるんですけれ

ども，今，話題になっているヨーロッパのアルセロールをめぐるミッタルの買

収の動きが日本にも波及してくるのではないかということがあります。 

      そういう中で，経済産業省がこちらに対して企業結合の判断基準の見直しみ

たいなことを問題提起していると聞いていますが，その辺とはどういうふうに

かかわっているのでしょうか。 

 山田経済取引局企業結合課長 今回の事例の公表ということではなくて，むしろアルセ

ロールとミッタルの合併のような話が今回の経産省の報告にどうつながってい

るかという御趣旨でしょうか。 

      海外の結合であれ，国内同士の結合であれ，国内と海外の結合であれ，基本

的には日本の取引分野にどういう影響を与えるかということが審査のポイント

でございます。だから日本の市場しか見ないというわけでは決してないのです

が，基本的には例えば日本のユーザーが結合によってどういうふうな不利益を

被るのか，ユーザーだけではなくて消費者に対してどういう不利益があるのか

を判断するということでございます。 

      もちろんアルセロールとミッタルの件であっても，それが日本のユーザー―

―特に中小企業の多くもユーザーの中に含まれると思いますが，そういったと
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ころにどういう影響があるのかということを中心に見ることになります。 

      今回，経産省さんが報告書を出されたわけですけれども，海外の輸入であれ，

そういったものをどういうふうに評価するかということについて，私どもの考

え方は基本的に昔から変わっておりません。そういう考え方が今まで分かりに

くかった，あるいはもう少し明確に示してほしいというリクエストであるとす

るならば，例えばこういう事例集をいろいろ積み重ねていくことによってそう

いうことをはっきり示していきたいとは考えております。 

      もう一つ，経産省の報告書の中で，いわゆる基準の見直しということもいわ

れております。これも実際のところ，経産省さんの報告書はいろいろなことを

おっしゃっているわけですけれども，例えばセーフハーバーの基準がございま

す。実際にシェアを基本的な基準として，このパーセンテージ以下であれば競

争政策上ほとんど問題ないであろうと思われる結合の範囲を定めたものでござ

います。実質の基準ではなくて，あくまでもそういうふうに考えられるであろ

うという目安の基準でございます。 

      実際のところ，この事例集を御覧いただいてもお分かりのように，25％とか，

35％とか，極端な話をすると50％を超えていても，独禁法上問題にならないと

判断した事例は幾つもございます。私どもは，シェアだけを見ているわけでは

なくて，輸入の状況とか，類似している商品とか，隣接している競争範囲とか，

いろいろなものを見て判断しているわけでございます。いわゆる問題とならな

いであろうという判断の基準の数値がどれほど企業の行動に影響を与えるのか

というのは，実際のところ若干疑問であると感じております。 

      答えがいろいろ拡散してしまいましたけれども，一応お答えになっています

でしょうか。 

 嶋津会員 そうすると，企業に対してはあまり遠慮しないで，企業防衛上必要ならばい

ろいろ作戦を練ったらどうですかというインプリケーションになるのでしょう

か。 

 山田経済取引局企業結合課長 企業防衛上なのか，いろいろ目的はおありと思いますけ

れども，決して敷居が高いということはございませんので，いろいろ前広に御

相談いただければよろしいかと思います。そのためにガイドラインもあるし，

事例集もあるというふうに考えております。 

 後藤会員 ほかに何かございませんか。 

      今の件で，輸入圧力を既に考慮しているということですけれども，企業側か

ら見ると，どの場合にどういうふうに考慮されるかということが分かりにくい

ということがあると思います。そういうものに対して答えるとすれば，「事例集

があるじゃないですか」ということだけでしょうか。なかなか難しいことだと

思うのですが。 
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 山田経済取引局企業結合課長 ガイドラインは考え方の基本というか，目安となるもの

を示しておりますので，例えば具体的にどういう要素があるときにどういう結

論になるのかというシナリオを網羅的に示すことはなかなか難しいことであり

ます。そういう意味で，事例集というか，いわば判例のようなものだと考えて

おりますが，そういうものを積み重ねていくことによって考え方を示していき

たいと考えております。 

      ただ，法律もそうでしょうけれども，ガイドラインは生きた物，運用のため

の指針ですので，例えば経済界，学会などの各界の人たちの意見交換なりをや

って，やはりここは分かりにくいというところがあれば，それは改めるのにや

ぶさかではないというところでございます。 

 後藤会長 ほかに何かございませんか。特に御意見がございませんようでしたら，ちょ

うど時間になりましたので，本日はこの辺で終了させていただきたいと思いま

す。 

      最後に，竹島委員長から御発言いただきたいと思います。よろしくお願いし

ます。 

 竹島委員長 今日もお忙しい中を御出席いただきまして，ありがとうございました。17

年度の実績報告みたいなことでございまして，おもしろかったかどうかわかり

ませんが，お集まりいただいてありがとうございました。 

 簡単に申し上げますが，おかげさまで 1 月 4 日からの改正独禁法は滑り出し

が順調でありました。先ほどリーニエンシーの26件の話もございましたが，犯

則調査権限にしましても，勧告制度をやめて課徴金納付命令を同時に出すこと

も，すべて法律改正がねらったようにうまく動いています。滑り出しは順調だ

ったと思っていますが，これからそれをきちんと定着させるためには引き続き

いい情報を得て，インパクトのある事件処理をしていかなければなりません。 

      独禁法だけではなくて景品表示法も下請法もそうですが，きちんとした仕事

をしているといい情報ももたらされます。持っていってもやってくれない役所

には情報も来ません。今日の御指摘に対して，私はそう思っています。これか

ら団体訴権も認められる法律も通ったわけですし，本当の意味で悪質な不当表

示等々の消費者被害につながるようなことについてはきちんとした摘発が必要

です。 

      それから，ペナルティーが特定商取引だけにあり，そちらに刑罰があるから

こちらでは無理だとか，実はいろいろな議論がありますが，不当表示に関して

は「やめなさい」と言うだけではだめだという御議論はもっともだと私も思っ

ています。不公正な取引方法についてニーズがあるのは不当廉売と優越的地域

の濫用ですけれども，それと並んで悪質な不当表示についてもペナルティーの

対象にすべきではないかという御議論があるわけです。今，これは内閣府にお
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いて検討していただいている基本問題懇談会のテーマになっています。私ども

もいろいろ勉強して，何かうまい方法がないかお手伝いをしていかなければい

けないと思っています。 

      いずれにしても皆様方のアドバイスをいろいろいただきながら，独禁法，景

表法，下請法，それぞれ厳正な執行をまずやっていきたいと思っておりますの

で，引き続きよろしくお願い申し上げます。 

 後藤会長 どうもありがとうございました。それでは，本日はこれにて閉会いたします。 

 次回の日程等につきましては，追って事務局から御連絡いたします。本日は

長時間にわたり御議論いただきまして，どうもありがとうございました。 

 ――了―― 
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